






1-7 計画期間・実施期間は適切か。   ○ ○ 計画期間は、事業量等の検討を行い令和 7 年度から令和

10 年度の 3 ヵ年とし、事業実施期間は令和 7 年度の単年

度とする。 

1-8 事業実施に必要な要件（許認可等）はあるか。あれば、許可を受けて

いるか。 

  ○ ○ 建築確認申請、農地法の許可等が必要である。建築確認申請は、

交付金決定後に実施設計業務委託で実施する。また、農地法は、

活性化計画で農地法第4条に係る特例措置を受ける。 

1-9 交付対象事業費は交付限度額（事業費×交付額算定交付率）の範囲内

か。 

   ○ ○ 交付金額は、農山漁村振興交付金交付等要綱の別表1に定

める交付額算定交付率に基づき算定し、別記3の上限事業

費は延べ床面積1㎡当り29万円で算定しており、総事業費

が160,176千円、交付対象事業費129,838千円、交付金64,9

17千円であることから、交付限度額の範囲内である。 

１-10 活性化計画区域の設定は適切か（発電施設等の単独整備を実施する場

合は記載不要）。 

 ○ ○ 日置市は、薩摩半島のほぼ中央に位置し、総面積253.01平方キロ

メートルを有する第1次産業が主要産業の町である。人口６０万

人の鹿児島市に隣接しており、東西に南九州西周り自動車道と国

道3号とJR、南北に国道270号があり、鹿児島市のベッドタウン

として位置づけられている。文化面では、妙円寺詣りや流鏑馬、

せっぺとべに代表される歴史的な伝統行事や薩摩焼や泉質を誇る

温泉など、貴重な資源を数多く有している町である。日吉地区

は、日置市の中部に位置し、日本三大砂丘の一つ吹上浜を有する

自然環境豊かな地区で、面積29.25平方メートルを有し日置市全

体の11.6％にあたる。その大部分は、農林地であることから、農

業と漁業が主要な産業となっている。この事から活性化計画区域

の設定は適切である。                
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